
別紙１

国土技術政策総合研究所

工事名：令和5年度国総研（立原）都市防災研究センター棟電気設備改修工事（契約日：令和5年8月7日）

調査を実施した業者名、住所：大島電気株式会社、下妻市長塚260番地５

項目

２．契約対象工事付近における手
持ち工事の状況

・該当なし

３．契約対象工事に関連する手持
ち工事の状況

・該当なし

・契約対象工事箇所　茨城県つくば市立原１番地

・入札者の事業所　下妻市長塚260番地５

（地理的条件） 施工にあたり特に問題なし

５．手持ち資材の状況 該当なし

７．手持ち機械の状況 該当なし

８．労務者の具体的供給見通し
労務者単価は最低賃金法に定める最低賃金額以上であることを確認した。員数は積算ソフト
により算出しており、官積算の員数とも乖離が少なく妥当である。

９．過去に施工した公共工事名及
び発注者

・令和２年度気象研究所本館照明器具改修工事

１０．経営内容 非公表

・
官積算の内訳に対して、金額の乖離が大きかったは照明機材であったが、長年取引関係のあ
る協力会社から必要な規格水準を満たす照明機材を低価格で調達できることで大幅なコスト
ダウンを可能にしている。

・
企業と施工場所までは比較的近距離であることから仮設事務所設置及び運営費の経費を削減
することができる。

・金融機関や労働基準監督署へ信用状況照会を行ったところ、特に問題無しであった。

・
調査の結果、特段の問題も見当たらないことから、適正な履行が可能であることを確認し
た。

１２．公共工事の成績状況 特に問題無し

１３．経営状況 非公表

１４．信用状態 特に問題無し

１５．その他の必要な事項 特に無し

・長年取引関係にあり良好な信頼関係のある協力会社から低価格で照明機材を調達できること
から、直接工事費の大幅な削減が可能である。
施工場所と近距離に事務所があり、仮設事務所の運営経費や残業手当等の人件費の削減が可能
である。

１１．１から１０までの事情聴取
した結果についての調査確認

低入札価格調査の実施概要

内容

１．当該価格で入札した理由

４．契約対象工事箇所と入札者の
事務所、倉庫等との関連

６．資材購入先及び購入先と入札
者の関係

長年取引関係のある協力会社から必要な規格水準を満たす照明機材を低価格で調達できる。
また、同社との過去の取引実績から、見積価格の妥当性について確認した。






